
令和4年3月　県政運営評価戦略会議

◆基本目標ごとの意見・提言への対応

1
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

人口の流入・流出については，交流人口や関係人口と深い関連性があること
が，研究としても定量的に明らかになっているので，観光客を増やすことや地
域を活性化することを切り離して考えるのではなく，しっかりと部局で連携を
して事業を進めてもらいたい。

　移住交流の推進にあたっては、徳島ならではの「交流」や「絆づくりの構築」が重要と
認識しており、これまでも、伝統文化体験や阿波おどりを通じた「地域住民との交流」、
食文化やアクティビティなど地域資源を活かした「体験ツアー」の実施、森づくりやボラン
ティアなど「地域貢献活動」への参画促進など、「交流」や「体験・体感」の機会創出を、
観光や農林水産業など関係部局とも連携し、推進しているところです。
　今後とも、地域との交流や体験メニューの充実強化はもとより、徳島への想いをもって
継続的に地域と関係を構築する「徳島ファン」の掘り起こしに向け、各部局と連携し取り
組んで参ります。

政創・
商労

2
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

移住者相談件数について，移住相談のうち，どれくらいの方が実際移住してい
るのかというような分析に力を入れてもらいたい。また，徳島に移住してきた
方がなぜ徳島に来てくれたかという点だけでなく，他県に移住した方がなぜ徳
島以外を選んだのかという点もわかれば，そこから，いろいろなアプローチを
かけることができる。今後，ＡＩなどを活用して，そういったデータをできる
限り集めてもらいたい。

　移住相談件数は、県や市町村の相談窓口や、「移住フェア」や「相談会」の来場者から
受け付けたものの合計としていますが、相談者が匿名を希望していたり、漠然と地方移
住を考えるケースから、具体的に移住先市町村を決めているケースまで、相談者の
ニーズも多様であること、また移住相談をせずに移住された方もいらっしゃることから、
相談件数と実際の移住者数は、直接的に結び付けることは難しいところです。
　一方、移住施策を考える上で、「移住相談」の「件数」や「内容」は、移住のニーズや、ト
レンドを掴むために重要なツールである認識しており、今後とも、「とくしまで住み隊会
員」登録者数や、フェイスブックやツイッターなどSNSのフォロアー数の増加、また市町
村をはじめとする関係機関と連携し、様々なツールを活用しながら「移住相談件数の
増」を図ることで、移住のニーズやトレンドについて情報収集に努め、効果的な移住施
策を推進して参ります。

政創

3
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

徳島ファンを掘り起こし，マッチングするための「TOKUSHIMA-REN」につい
て，登録者数を増やすには，登録した場合のメリットも必要である。

　「TOKUSHIMA-REN」の会員にご登録いただいた場合は、ホームページ上で「徳島ファ
ン」としてご紹介するとともに、プロフィールやスキル、SNS　などの登録情報は、「徳島
ファン」と繋がりたいと考えている市町村とも共有するなど、「徳島ファン」が地域とス
ムーズに繋がれるよう、取り組んでいるところです。
　今後とも、「徳島ファン」の創出・拡大に向け、様々な機会やツールを使っての情報発
信による「ファンの掘り起こし」や、受入れ側の地域との「つながり」「関わりしろ」の強化
など、関係機関や関係団体としっかり連携し、取組みを進めて参ります。

政創

4
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

地方では移住者が住まいを探しても，老朽化が進んでおり，すぐに住めない空
き家が多い。令和元年度から森林環境譲与税が各市町村で始まっているが，こ
ういった制度を使って空き家の改修ができないか。県産材や地元の材料を使う
ことで木材の利用にもつながってくると考える。

 本県では、市町村による空き家の利活用を促進するため、「空き家判定士」の養成・派
遣や「空き家スマート化リノベーション支援事業」による改修費補助など、様々な支援を
行っています。
 市町村における森林環境譲与税の使途は、森林整備に関する施策、森林整備を担う
人材の育成・確保、木材利用促進、その他森林整備の促進に関する施策等となってお
り、御提言のとおり、リノベーションに際して内装木質化等の木材利用を行う場合は、当
該経費について森林環境譲与税が活用できますので、市町村の判断により、森林環境
譲与税の有効活用がなされるよう助言をし、空き家の改修においても県産材や地元の
材料の利用が図られるよう努めて参ります。

農林・
県土

「Ｒ３年度提言書」の「新たな総合戦略(2022改定版)」への対応状況等

番

号
基本目標 意見・提言の概要

総合戦略（2022改定版）への反映状況
（「記載内容」や現在の取組等）

部局

1



◆基本目標ごとの意見・提言への対応

番

号
基本目標 意見・提言の概要

総合戦略（2022改定版）への反映状況
（「記載内容」や現在の取組等）

部局

5
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

関係人口という発想からすると，県民一人一人にも，移住には至らないまでも
地域と多様に関わって，その力や思いを地域活性化に役立てる地域外の人材，
いわゆる関係する人脈というものがあると思うので，県民に「徳島活性化営業
マン」として情報発信に協力してもらえるような施策ができないか検討しても
らいたい。

　関係人口の創出、拡大に向け、受入れ側である地域からの魅力発信は重要であると
認識しています。県民の皆様方お一人お一人の人脈やネットワークを活用した取組み
としては、本県ゆかりの若者に徳島の魅力発信していただく「とくしま若者回帰アンバサ
ダー」制度や、移住希望者等に多様なサービスの提供や地域情報の発信していただく
「移住サポート企業」、また、徳島での暮らしやまちづくりの取組みを発信していただく
「移住コーディネーター」、都市部企業に向けSO開設を誘引する「サテライトオフィス・コ
ンシェルジュ」など、県内の様々な事業者や団体等にご協力いただきながら、プロモー
ションを展開しているところです。
　今後とも、様々な機会やツールを使って、県民の皆様方の活動やその魅力を発信す
るとともに、地域ならではの取組みの支援など、関係機関や関係団体としっかり連携し
進めて参ります。

政創

6
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

クラウドファンディング型ふるさと納税について，昨年度のふるさと納税は，
巣ごもり需要が高まり，全国の寄付額は過去最高だった中，徳島県は最下位で
あった。ふるさと納税は，徳島ファン拡大という意味でも効果的だと思うの
で，頑張ってもらいたい。

　令和２年度のふるさと納税は、県・市町村を合わせた寄付金額について全国最下位と
はなったものの、前年度と比べて約２割増加しており、これまで以上に多くの方々から
徳島の取組みを応援していただいたところです。（県単独の寄附金額は36位、寄附金額
から募集経費、住民税控除額等を差し引いた実質収支は18位）
　本県では、「クラウドファンディング型ふるさと納税」の活用をはじめ、「返礼品の充実」
による制度の魅力向上や県内事業者の支援、「県施策の情報発信」の強化などを行っ
てきたところであり、今後とも、創意工夫を凝らした取組みにより、徳島ファンの拡大を
図って参ります。

政創

7
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

四国のグリーンツーリズムを広域連携のプロジェクトとして進められるとい
い。四国はお遍路さんの文化でつながっているし，特異な地形地質，それに伴
う生態系が充実している。また，歴史・文化や地質・生態系の調査研究の拠点
があるといい。

　「四国グリーン・ツーリズム推進協議会」を核として、四国の豊かな地域資源を活用し、
４県合同でのＰＲキャンペーンや、農林漁家民宿等の実践者研修会など、４県が連携し
たグリーンツーリズムの一層の推進に取り組んで参ります。
　また、引き続き、埋蔵文化財総合センター（レキシルとくしま）を県内埋蔵文化財の調
査研究、普及啓発の拠点として活用し、各種イベント等を通じて、埋蔵文化財の魅力発
信や県民の文化財保護意識の向上に繋げて参ります。
　また、四国唯一の総合博物館である徳島県立博物館では、自然系（動物、植物、地
学）と人文系（考古、歴史、民俗、美術工芸）を対象としており、資料収集や調査研究の
蓄積があります。
　これを活かし、令和3年8月にオープンした新常設展では、徳島の自然と歴史・文化の
特徴を分かりやすく発信しています。
　今後とも地域の歴史・文化や地質・生態系の調査研究の拠点としての役割を果たして
参ります。

農林

2
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8
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

鳴門ではコウノトリブランドのレンコンが作られているが，阿南・那賀地域も
生物多様性に配慮した農業のブランド化ができるのではないか。農の里づくり
でも，生きもの豊かな里で作る，安心・安全な農作物ができると良い。

  阿南管内の市町、ＪＡ等で組織する「阿南・那賀未来の農業づくり協議会」で
は、産地や地域住民が主体となって「もうかる農業」の実現をめざす地区を「農
の里」と位置づけ、担い手の確保、定着を支援しております。
  このうち那賀町木頭地区を中心とする「ゆずの里」では、生物多様性を守り、
そこから生まれる自然の恵みを持続的に利用する有機農業の取り組みが行われて
おり、協議会では、このゆずを用いた６次産業化による商品づくりやゆず酢の搾
汁後に発生する絞りかすを堆肥化し、土づくりに活かす資源循環型農業の取り組
みを支援しています。
　また、阿南地区では、ＪＡアグリあなんのハウスすだちが、食の安全や環境保
全に取り組む農場を認証する「ＪＧＡＰ団体認証」を令和元年度に県下で初めて
取得し、消費者から信頼される安全・安心な産地づくりを進めております。
  南部総合県民局では、今後も関係機関と連携し、担い手確保はもとより、食の
安全・安心や生物多様性をはじめ農業のもつ多面的機能の確保、増進に向けた取
り組みを進めてまいります。

南部

9
「未来を担う
ひとの流れ」
づくり

東京大学・京都大学の進学者数を増やすには，できれば小学校の時くらいか
ら，「東京大学・京都大学に行く！」という目標を持つようになる環境整備を
お願いしたい。全体的に「勉強をしよう」という空気作りが重要だが，現状の
高校入試では，その状況には，なかなかなれないと思う。失敗してもチャンス
が何度かある入試ができないか。

　現在，義務教育段階から子ども自身が将来の進路設計を考えるよう，子どもたちが自
らの学習状況やキャリア形成を見通したり，振り返ったりしながら，自身の変容や成長
を自己評価できるよう工夫されたポートフォリオである「キャリアパスポート」を小学校か
ら作成し，それを中学校・高等学校へと校種間の接続を行い, 引き続き活用することで，
キャリア教育の充実を図っています。
　県教育委員会としては，そうしたキャリア教育の中で，義務教育段階での「総合的な
学習の時間」などにおける子どもたちの「探究心」を育成する取組を充実し，将来，大学
進学を考えている子どもに対して，大学の情報などを提供し，より充実した進路設計が
できるよう取り組んで参ります。
　また，各高校の特色や育成方針等を示すスクール・ポリシーを学科別に作成したこと
から，高校入試については，令和５年度入試からの入試改善を行い，スクール・ポリ
シーに関連した分野での募集も２月の入試で行えるようにしました。このことから，各高
校の育成方針等に魅力を感じ，入学後もその分野の力を伸ばしたいという目標を持っ
た生徒でも，複数受検が可能となっております。

教委

10
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

「移住・就労・起業・事業承継パッケージ」について，東京の若者の中には，
お金を貯めるために東京で働き，10年，20年後，移住して起業しようと大学時
代から考えている人がいる。そういった人をターゲットに，早い段階から，移
住先として徳島県に目を向けてもらえるような施策が必要である。

　コロナ禍による「価値観の変容」により、若者を中心に「地方回帰の機運」が高まって
おり、「若者」を意識した取組みが重要であると認識しています。
　このため、本県ゆかりの「とくしま若者回帰アンバサダー」を活用した若者目線での魅
力発信や、LINEによる「とくしま暮らし」や「しごと」の情報配信、更に、移住後の経済的
な不安解消を図る経済支援策や、地域での体験や交流を通じた「本県とのつながりづく
り」の創出に取り組んでいるところです。
　今後とも、若者目線での創意工夫を凝らした移住施策を展開し、若い世代の「とくしま
回帰」を推進して参ります。

政創

3
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11
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

スマート農業を展開していく上で，ＩｏＴ，ＡＩの活用，無人トラクターの使
用など，お金がかかることが予想されるので，特に，これから農業をやろうと
いう若い人たちに向けて，資金面の援助を打っていく施策をお願いしたい。

　県では、「スマート農林水産業の実装」を県農林水産基本計画における７プロジェクト
の一つに掲げ、未来技術の活用による超省力生産や多収・高品質生産等を目指した取
組を強力に推進しており、「農山漁村未来創造事業」における重点支援対象に、「ス
マート農林水産業」、「若手農林漁業者への支援」を位置付け、該当する事業に対し補
助上限額の引上げを行うなど、積極的な財政的支援に取り組んでいるところです。
　引き続き、次代を担う若手農林漁業者へのスマート技術の導入支援に積極的に取り
組んで参ります。

農林

12
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

阿波おどりの魅力は，踊りを見る楽しみと，一緒に踊る楽しみの大きく二つが
ある。今後，オンラインで阿波おどりの魅力を発信する場合には，踊りのすば
らしさを紹介するだけではなく，国内外の参加者が，踊りがうまくない人も含
め，みんなで一緒に楽しく踊れるような，参加型のコンテンツを企画してもら
いたい。

　昨年度は、「秋の阿波おどり」を「“ニューノーマル”阿波おどりの祭典」として、感染対
策を徹底した上で、リアルとオンラインのハイブリッド型で実施し、リアル開催について
は、アスティとくしまをメイン会場として、阿波おどり振興協会、徳島県阿波踊り協会によ
る「阿波おどり大絵巻」に加え、県の阿波おどり保存協会、学生連による演舞を行い、オ
ンラインでは、県内各地の踊りである「ふるさと躍動阿波おどり」や、大阪の踊り連によ
るリモート演舞を中継しました。
　また、参加型コンテンツについては、踊り連の海外派遣事業において、オンラインによ
り阿波おどり教室を配信し、配信後は、現地の参加者が実際に踊り、大盛況を収めまし
た。
　今後とも、これらの事業のように、皆様が一緒に阿波踊りを楽しめる参加型コンテンツ
の発信について、委員の意見を踏まえながら検討して参ります。

商労

13
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

徳島の県南はサーフィンのメッカであり，また，鳴門にはスケートボードパー
クがあるので，こういった若い人たちがやるような，特にオリンピック等で注
目を浴びてきたスポーツを徳島で展開していく施策を是非お願いしたい。

　サーフィン競技とスケートボード競技は、東京2020オリンピックから新種目として採用
され、日本をはじめ各国選手の素晴らしい技に世界中が魅了されたことにより、今後
益々これらの競技を楽しむ方が増えることが予想されます。
　本県においては、徳島市内の小松海岸をはじめ、県南では宍喰、内妻など多くの人気
のスポットがあり、多くの方がサーフィンを楽しんでおられます。
　また、スケートボードは、鳴門ウチノ海総合公園内の「ウェーブコート」、西日本最大級
の広さを誇るスケートパーク「UZU PARK」、阿南市羽ノ浦スポーツランド「スケートボード
場」など、県内でも徐々にスケートボードを楽しむ環境が整ってきているところです。
　このような環境整備に加え、「四国の右下サーフィンゲームズ」の大会開催支援や、オ
リンピックや全国大会での活躍が期待される選手の活動に要する経費に対する助成を
行う「オリンピック・国体選手育成事業」において、県出身の選手に対し、助成を行って
きたところです。
　今後とも、若者をはじめとする様々な方が多様なスポーツに親しめる環境の整備に努
めるとともに、日々の鍛錬を積み重ね、オリンピック出場を目指すような競技者の活動
を支援するなど、あらゆる場面・階層に応じたスポーツの振興に努めて参ります。

未来

4



◆基本目標ごとの意見・提言への対応

番

号
基本目標 意見・提言の概要

総合戦略（2022改定版）への反映状況
（「記載内容」や現在の取組等）

部局

14
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

コロナ禍でいろいろな講座がオンラインで開催をされているが，高齢者にとっ
てオンラインは使いにくい人が多いと思う。そのサポート体制についてどう取
り組むのか，デジタル・デバイドの解消という観点で検討してもらいたい。

　 県立総合大学校では、県民まなびの拠点として、コロナ禍においても、多くの県民の
方々に学習機会を提供するため、オンラインを活用した講座の充実を図っております。
　特に、受講生は高齢者の方が多く、インターネットに関する知識やスキルが不足して
いることから、これからインターネット等の利用を始めたい方や不安がある方を対象にイ
ンターネットの基礎知識を学ぶ講座をはじめ、初心者向けZoomの使い方講座など各種
講座を開催しております。
　今後も引き続き、デジタル・デバイド対策に向けた講座内容の充実を図るとともに、学
びやすい環境づくりの拡充にも努めて参ります。

政創

15
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

コロナ禍による飲食業界への抑制をはじめ，農産物の消費低迷の影響を受け
て，特に今年の米価は，昨年より大幅に低下しており，小規模米作農家は廃業
する声も聞かれる。このような農家へ，飲食業界や旅行業界等と同じレベルの
補償をするなど，県として対策を検討してもらいたい。

　県では、これまで、水稲農家の経営安定を図るため、県内畜産農家の需要が多い「飼
料用米」について、主食用米よりも所得が高くなる助成金を設定し、水稲経営への新規
導入や作付け拡大、また、「収入保険制度」など、収入が減少した場合に備えたセーフ
ティーネットへの加入を推進してきたところです。
　今後は、令和４年産に向け、農業共済組合と連携し、各産地を巡回して、収入保険制
度等のセーフティーネットを丁寧に説明するとともに、飼料用米の作付を一層推進して
参ります。
　加えて、県産米の更なる消費拡大を図るため、「県産米『あきさかり』需要拡大支援事
業」により、関西圏を中心とした新たな量販店や飲食チェーン店等の開拓、店舗と連携
したキャンペーンなどのＰＲ活動など、関係機関と連携し、新たな販路の確保につなげ
て参ります。

農林

16
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

県産材の生産について，今後，施業現場は奥地化していき，作業効率はますま
す低下してくる。また，新規就業者も増えてくると，労働災害の発生原因にも
なるので十分気をつけて進めていただきたい。

　高性能林業機械や架線集材施設などの導入により、主伐にも対応した素材生産シス
テムの導入を進め、生産性、効率性を高めるとともに、林業アカデミーなど新規就業者
に対する、基本的な安全作業の技術習得、林業機械や架線作業の技術に長けた現場
での指導者となる「林業プロフェッショナル」の育成研修にも積極的に取り組んでおりま
す。
　また、林業現場は通信圏外が多いことから、ＬＰＷＡなど通信技術の導入に緊急連絡
など労働災害が発生した場合に備えた労働環境改善対策の推進のほか、高性能林業
機械シミュレータの操作体験やＶＲを活用した労働災害の疑似体験にも取り組むなど、
引き続き、労災撲滅を進めて参ります。

農林

17
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

現在，新型コロナに端を発した外材の高騰，輸入量の減少といった，いわゆる
「ウッドショック」が起きているが，この時こそ，県産材の更なる増産に向け
たチャンスかと思う。

　ウッドショックを機に、外材から県産材への転換を進めるために、川上においては素
材生産能力の強化、川下においては、建築用材向け製材品の品質向上が必要と考え
ております。
　このため、「川上」では、高性能林業機械の導入支援による生産力の向上、「素材生
産事業者」と連携のもと、原木の「大ロット・安定供給」に向けた体制づくりを進めるとと
もに、「川中」では、製材工場における「乾燥機」の導入支援のほか、「輸入材への依存
率が高い」プレカット工場を対象に「県産材・製材工場」との新たなマッチングを図って参
ります。
　また、「設計・工務店」に対し、県産材住宅の普及に向けた「相談会や見学会」開催へ
の支援、「徳島すぎ」の「建築材性能」に関する情報提供など、「川下」からも県産材の
利用拡大を積極的に推進して参ります。

農林

5



◆基本目標ごとの意見・提言への対応

番

号
基本目標 意見・提言の概要

総合戦略（2022改定版）への反映状況
（「記載内容」や現在の取組等）

部局

18
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

ターンテーブルについて，コロナ禍で目標を全て達成しているのはすばらしい
と思うが，場所がわかりにくいとの声を多く聞く。目印やPRのために，「阿波
ふうど」のロゴマークが描かれた藍染の大きなのれんを店の前にかけたら良い
と思う。

　首都圏における本県の情報発信・交流拠点「ターンテーブル」につきましては、緑豊か
な公園が隣接する特徴的なロケーションや店内デザインのほか、エントランスの大きな
「藍染めののれん」、「渦潮」をイメージした屋外テラスの壁や「県産メニュー看板」を通
路に設置することにより、周辺住民をはじめ神泉駅から近隣企業への通勤に行き交う
皆様の目に留まる工夫を凝らすとともに、県産食材の良さを引き出すメニュー展開やマ
ルシェの開催等を通じて「徳島の食・阿波ふうど」の魅力を積極的に発信しております。
　また、昨年度には、全国テレビや映画、雑誌など様々なジャンルのメディアやＳＮＳを
活用し、３６０回以上の情報発信に取り組むことにより、メディアを観た「ファン」や「視聴
者」がターンテーブルを訪れるなど、「徳島」に関心を持っていただき、「徳島の魅力」に
触れる機会の増加に繋がっています。
　徳島ならではの阿波文化「藍染め」を活用したターンテーブルのＰＲは重要な視点で
あり、今後とも、ターンテーブルを核に、「徳島」の魅力発信と「阿波ふうど」の販路拡大
にしっかりと取り組んで参ります。

農林

19
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

「あわ文化４大モチーフ」も大切だが，その他の「獅子舞」や「だんじり」な
ど地域における独自の伝統文化の継承にも力を入れてもらいたい。できれば，
地域の伝統行事やイベントのときは，文化の担い手や参加者が行政・企業等で
有給の休みをとれる仕組みを作ってほしい。

　地域で受け継がれる伝統文化をはじめ、県内各地における様々な文化活動を対象に
補助事業等による支援を実施しており、引き続き、次世代・後継者の育成に向けて取り
組んで参りたいと考えております。
　また、職員の年次有給休暇の計画的な利用の促進について、これまでも積極的に取
り組んできたところであり、例えば、全職員がお盆前後（8/6-13）に「夏休」や「年休」等
を合わせ、３日間の取得を促進するなどの取組みを行っていることから、既存の休暇制
度（年次有給休暇）の活用により、対応可能であると考えております。

未来・
経戦

20
地域を支える
「魅力的なし
ごと」づくり

eスポーツは，どんな人でも楽しめる。若者向けのイベント企画だけではな
く，高齢者や障がい者の施設での普及を支援し，シニア向けのeスポーツ大会
を企画するなど，徳島ならではのeスポーツの多様な展開を進められれば，国
内外に発信することができる。

　県は、ダイバーシティの理念を持つｅスポーツの特徴を活かし、令和４年１月２３日に
「障がい者『ｅスポーツ』交流大会」を開催したところです。令和４年度においては、徳島
駅前アミコビルに移転オープンする「青少年センター」に新しくｅスポーツスペースを設置
することとしており、シニア向けイベントを開催するなど、徳島ならではのｅスポーツの多
様な展開を進めて参ります。

未来

21

結婚・出産・
子育て「希望
がかなう環
境」づくり

高齢者の人材育成や保育現場での活用について，そもそも就労してもらえる保
育士が少ないのではないか，さらには，待遇が自分に合わなくて成り手がいな
いのではないか，また，なぜ定年退職した保育士さんが再度現場に戻ってくれ
ないのかなど，様々な要因があると思われるので，その要因を掘り下げるとい
うことも含めて，市町村や関係機関との連携を図っていただきたい。

　待機児童解消のため、保育人材の確保は非常に重要な課題であると認識しておりま
す。
　県におきましては、県版「保育助手」制度を活用し、保育士資格がなくても保育士の補
助業務を行う「保育助手」として、アクティブシニアの方々に保育現場で就労いただく取
組みを促進しているところですが、目標達成には至っておりません。
要因は様々考えられますが、委員の御意見にもありますように、就労に当たっての雇用
形態や職場環境及びコロナ禍による就労への不安等も影響しているのではないかと考
えております。
　今後も、市町村の意見を聴きながら、課題を整理し、アクティブシニアの方々の就労促
進に向けて取り組んで参ります。

未来

6



◆基本目標ごとの意見・提言への対応

番

号
基本目標 意見・提言の概要

総合戦略（2022改定版）への反映状況
（「記載内容」や現在の取組等）

部局

22

結婚・出産・
子育て「希望
がかなう環
境」づくり

チーム育児応援企業について，わかりやすくて素敵なホームページがあるが，
多くの人の目に触れるように，ページを検索するときに，「チーム育児」とい
うワードだけでなく，例えば「徳島県，子育て支援」といったワードでも，表
示されるようにしてほしい。また，応援企業を増やすには，応募を待つのでは
なく，ハローワークと連携するなどして，こちらから積極的に働き掛けるとい
う姿勢が必要ではないか。

　「チーム育児」のホームページについては、とくしまはぐくみネットに加えて、県ホーム
ページにバナーを掲載し、多くの方に御覧いただけるように工夫いたしました。
　今後は、はぐくみネット等のＳＮＳを活用し、チーム育児応援企業・団体の登録等の更
新情報を発信することで、多くの方の目に触れるように努めて参ります。
　また、「チーム育児応援企業・団体」の登録につきましては、10月31日開催のはぐくみ
徳島子育てトークショーでパネル展示を行うとともに、11月19日「いい育児の日」がある
11月に新聞やラジオで周知を行いました。今後も、機会を捉えて周知広報に努めるとと
もに、関係機関とも連携を強化して取り組んで参ります。

未来

23

結婚・出産・
子育て「希望
がかなう環
境」づくり

小児医療電話相談事業について，コロナ禍において，まず電話相談をしてから
病院の診察に行くことが普通になっているように思う。そこで，電話がつなが
らなかった時にどうすべきか，地域の夜間診療の当番になっている病院を探し
て電話する，あるいは，命に関わることであれば直接119番をするといった流
れを，病院や検診の機会を活用して親に対してしっかりと周知してもらいた
い。

　小児医療電話相談事業（#8000）については、これまで、相談件数の増加に対応し、回
線数を増やし体制を強化してきましたが、回線がつながらなかったときや、緊急・重症の
場合は、迷わず119番にかけていただくことや夜間休日診療について、広報チラシへの
記載も併せて、周知に取り組んでいます。
　引き続き、広報チラシを産科・小児科の医療機関及び市町村へ配布し、検診の機会等
も活用した周知に努めていただいているところです。
　加えて、保育所にも配布をするなど周知機会の充実に努めて参りたいと考えていま
す。

保福

24
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

公共交通ネットワークの形成について，特に過疎地においては，新しい形で計
画を策定し，それを実際にうまく展開していくのは，なかなか難しい問題であ
る。県としても，しっかりとバックアップをしてもらいたい。

 市町村が行う地域公共交通網形成計画など地域における公共交通に関する計画策定
やビジョンの具現化に向けた取組みなどについて、引き続き支援して参ります。

県土

25
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

健康寿命について，徳島県は他県に比べて健康寿命が短い方なので，健康寿命
の延伸というよりも，全国の中でも健康寿命が更に長くなるような県を目指す
といった方向で施策を考えていただきたい。

　「日常的に介護を必要とせず自立した生活ができる生存期間」である「健康寿命」の延
伸を実現するためには、生活習慣病の予防が非常に重要となっております。
　このことから、これまで「食生活の改善」のほか、「歩く」ことに着目した「運動習慣の定
着」に向けた取組みを行い令和２年度より数値目標(重点)に「スマホアプリ参加者数」を
設定したところです。
　これに加え、糖尿病予防を主眼とした対策やCOPD予防対策の推進等に取り組むこと
により、全国の中でも健康寿命が更に長くなるような県を目指して参ります。

保福

26
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

人材育成について，県庁職員のレベルアップもさることながら，非常に大事な
のは一般の人々のレベルアップである。今，県の取組としては，とくしま
フューチャーアカデミーにおいて，将来，県の審議会等で活躍していただける
人材を養成していたり，また，シルバー大学校は，学習意欲に燃えている人た
ちが集まり，本当に打てば響くというふうな非常に重要な役割を果たしたりし
ている。こういった人材がますます御活躍することを期待している。

　県では、とくしまフューチャーアカデミー修了生に、審議会等委員や男女共同
参画に関する講師の紹介等のための人材リストに登録いただき、各方面からの要
望に応じて情報を提供しており、審議会等委員への就任、起業、地域活動への参
加等の活動をされております。今後も引き続き、政策・方針決定過程への女性・
若者の参画促進を図って参ります。
　また、シルバー大学校や同大学院において、引き続き時代のニーズに即した講
義を開講するとともに、新たに開設した「アクティブシニア地域活動支援セン
ター」において、地域貢献活動の担い手育成と活動の場の創出を図って参りま
す。

未来

7



◆基本目標ごとの意見・提言への対応

番

号
基本目標 意見・提言の概要

総合戦略（2022改定版）への反映状況
（「記載内容」や現在の取組等）

部局

27
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

マイナンバーカードは今までの行政手続だけでなく，健康保険証や運転免許証
との一体化等，今後はより一層重要視されると考える。2020年代後半には免許
証の切替えのタイミングもあり急速な普及が見込まれるが，現状の実績値は交
付率が30％台と未だ低い。普及率100％へ向けて，国との連携も含め，取組を
推進してもらいたい。

　今後，マイナンバーカードをさらに普及させていくためには，県民の皆様にカードの利
便性を実感していただくことが不可欠であり，国において，令和３年10月から健康保険
証利用の本格運用が開始され，令和６年度末にはマイナンバーカードと運転免許証と
の一体化が予定されるなど，利活用範囲の拡大に向けた取組が進められています。
　県としても，マイナンバーカードの利便性向上の動きに呼応し，国をはじめとした関係
団体と連携して，県民の皆様への周知・広報やカード取得の促進に取り組む必要があ
ると考えています。
　このため，令和３年度，県においては，高齢者や障がい者など，申請手続きに不慣れ
な方にも広くマイナンバーカードの取得をしていただけるよう，県内のスーパーマーケッ
トなど，身近な施設においてカードの申請手続きを支援する「出張申請サポート」等を実
施しております。
　さらに，国の「マイナポイント事業第２弾」に呼応し，県内の対象店舗におけるキャッ
シュレス決済サービスの利用に対して，県独自のポイントを付与する「徳島県版プレミア
ムポイント事業第２弾」を，令和４年４月から開始します。
　マイナンバーカードの交付率については，国において「令和４年度末までにほぼ全国
民に行き渡ることを目指す」とされていることから，県においても「100％」を最終的な数
値目標とし，この実現を目指して国や市町村と連携を密にし，カードの普及促進にしっ
かりと取り組んで参ります。

政創

28
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

オープンデータについて，実績値も上がり，目標値もクリアされているが，今
後もより一層，データ件数の増加及びその発信に取り組んでもらいたい。

　令和２年度においては，徳島県オープンデータポータルサイト（Our Open Data）のサ
イト改修を行い，
・グラフ表示機能
・地図表示機能
・本サイトのデータを外部から容易に利用してもらうための「API」機能
などの，新たな機能を追加し，利便性の向上を図りました。
　今年度においては，県内の全市町村へ国が示している「推奨データセット」にある「子
育て施設一覧」に関するデータの公開を依頼し，公開データの拡大につなげているとこ
ろです。また，庁内の各部局においては，公開済データの更新及び新規データの公開
を進めています。
　さらに，公開されたオープンデータについては，TwitterおよびFacebookにて，情報発
信を行っているところです。
　今後も庁内各部局の積極的な取組みや各市町村のオープンデータに関する取組を支
援することにより，オープンデータをより一層推進して参ります。

政創

8



◆基本目標ごとの意見・提言への対応

番

号
基本目標 意見・提言の概要

総合戦略（2022改定版）への反映状況
（「記載内容」や現在の取組等）

部局

29
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

スマート農業について，特に女性農業者への資金面の援助も含めて，研修，実
演会等の情報発信をお願いしたい。

　県では、「スマート農林水産業の実装」を県農林水産基本計画における７プロジェクト
の一つに掲げ、未来技術の活用による超省力生産や多収・高品質生産等を目指した取
組を強力に推進しております。
　また、「スマート技術の導入」は、女性農業者はじめ多様な担い手が活躍できる場の
一層の拡大に繋がることから、「農山漁村未来創造事業」の重点支援対象として、積極
的な財政的支援に取り組んでおります。
　スマート技術の研修・実演会につきましては、地域の農業支援センターが開催してお
り、県ＨＰや県ＳＮＳを活用し、幅広く情報発信をしています。
　また、女性農業者のスキルアップを図るため、農業生産技術や農業経営、加工技術
向上などに関する各種研修を令和２年度は１９か所において実施いたしました。
　今後とも、スマート農業をはじめ、女性農業者の新たな知識や技術の習得に係るチャ
レンジを支援できるよう、研修等を実施して参ります。

農林

30
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

「ＳＤＧｓ」について，最近メディアで取り上げられる機会が多くなったので
聞いたことはあるが，何なのかわからないといった声が多い。認知度を上げる
ためには，どうすれば良いかが課題である。

　ＳＤＧｓは、２０３０年までの世界共通の持続可能な開発目標であり、その取組みは多
岐にわたり、例えば、レジ袋の削減につながるマイバッグ運動もSDGsに寄与する取組
みのひとつです。そうした目標達成のためには、行政や、企業・団体のみならず、県民
一人ひとりへと、その理念を広げていくことが重要となります。
　こうしたことから、SDGsを県民の皆様に分かりやすく伝えるため、SDGsを「自分ごと
化」して取り組む方々を紹介する動画等を制作し、ケーブルテレビやYoutubeで発信す
るとともに、講談社雑誌「FRaU S-TRIP 徳島」の発行や「SDGs×徳島県」ホームページ
を開設し情報発信を行うなど、若者から高齢者まで、誰もが情報を得られやすいよう、
様々な媒体を活用しながら、積極的な普及啓発に取り組んできたところです。
　今後とも、県民や事業者等の皆様とSDGsの理念をしっかりと共有し、それぞれの「主
体的な取組みの輪」を広げていけるよう、取り組んで参ります。

政創

31
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

「ＳＤＧｓ」の全県展開について，高校生を教える教員側が「ＳＤＧｓ」につ
いて理解していないという状況が散見される。どのようなことを，どのように
伝えれば良いのかが分からない状況になっていることが想定されるので，教員
側の「ＳＤＧｓ」の本質理解を進める必要がある。

　SDGsについては，「総合的な探究の時間」において，全校的に探究活動を行っている
学校もあり，専門家による出前授業等を通して，生徒も教員も理解を深めています。
　また，県の事業においても，SDGsに関する取組等を募集し，研究を通して生徒だけで
なく教員もSDGsの理解を深めるとともに，その成果を発表することで普及啓発につなげ
ています。
　今後も，SDGsの理解を進めるために，各校を支援して参ります。

教委

32
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

ピコ水力発電は，水車等を利用して発電し，小規模水力発電として脚光を浴び
ている。特に，らせん型水車は落差がなくても水の流れだけで羽根が回り用水
路等へ設置されている。徳島県の中山間地域には，広大な森林と豊かな水をた
たえる河川や用水路が縦横にめぐる地域もあり，太陽光発電と組み合わせた地
域的な電源として活用できると考える。

　ピコ水力発電実証実験は、山間地域の渓流などの水資源を活用し、平時は電力の地
産地消により地球温暖化対策等に寄与するとともに、災害時の電力供給にも活用でき
るものとして、実施してきたところです。
　今後は普及促進において、ピコ水力発電設備を設置する場合の水利用に関する法的
な規制や水利権、必要な落差や流量、管理団体の状況など様々な要件をクリアしていく
必要があります。
　そのため、企業局としても、引き続き、これまでの実証データやノウハウを活かし、市
町村と協働した取組や民間などからの問い合わせについて技術支援を行うことにより、
県内への普及促進に努めて参ります。

企業
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◆基本目標ごとの意見・提言への対応

番
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部局

33
安全・安心
「持続可能な
社会」づくり

県職員の防災士取得が着実に目標を上回り，防災活動に積極的に取り組む人材
を育成されている。県職員も県内各地域で居住する住民でもあり，地域の共助
のリーダーとして活躍することを期待する。その上で，各地域の消防分団団員
や自主防災組織のなり手不足等が見受けられるが，県職員をはじめ自治体職員
が，消防分団や自主防災組織へ参画してはどうか。

「地域防災力」の向上を図るためには、「自主防災組織」をはじめ、地域の防災活動に
積極的に取り組んでもらえる「防災リーダー」の役割が重要であることから、平成１７年
度から「徳島大学」の協力のもと、「防災士」の受験資格が得られる「地域防災推進員養
成研修」を実施しており、平成２６年度からは、県の新規採用職員研修の１つとして実施
しています。
　また、平成２５年１２月に制定された消防団等充実強化法で、公務員の消防団員との
兼職に関する特例規定が設けられ、公務員から消防団員に入団したい旨の申し出が
あった場合、職務の遂行に著しい支障があるときを除き、任命権者は認めなければなら
ないとされており、本県においても消防団活動は、県民の生命及び財産を守る公益性
の高いものとして、職員の消防団への入団促進に努めており、令和３年４月１日時点
で、６７名の県職員と、９４０名の市町村職員が消防団に入団しています。
　引き続き、地域防災の人材を確保するため、実態や課題を把握した上で、県職員、市
町村職員の参画について、市町村をはじめ、消防団、自主防災組織等関係機関と連携
し、働きかけを行って参ります。

危機
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